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10 中心市と周辺市町村が生活実態や将来像を勘
案し、協定を結ぶことにより形成される圏域

11 できる限り住み慣れた地域で住宅を基本とし
た生活の継続を目指すための、医療、介護、予
防、住まい、生活支援サービスが連携した要介
護者等への包括的な支援

12 公共施設状況調査による市区町村保有の主な
公共施設の延べ床面積の推移によると1970年代
に公共施設がもっとも増加しているが、これら
の公共施設の大量更新時期の到来が見込まれて
いる。

13 平成25年11月29日インフラ老朽化対策の推進
に関する関係省庁連絡会議決定

14 「今後の新地方公会計の推進に関する研究会
（座長：鈴木豊青山学院大学名誉教授）」の中間
とりまとめ（平成25年８月）では、基準モデル、
総務省方式改訂モデル、東京都方式、大阪府方
式が挙げられている。

15 平成23年度決算に係る財務書類の作成済又は
作成中の地方自治体のうち、固定資産台帳整備
済の団体は、17•9％。

16 第三セクター等の抜本的改革の進捗状況（平
成20年度と24年度の比較）は、以下のとおり。
・地方公共団体の損失補償、債務保証額

33•6％

・第三セクター等の借入額 28•2％

・地方公共団体からの補助金交付額 31•4％

・債務超過法人数 23•2％
17 地方財政法第33条の５の７の規定に基づく第

三セクター等の廃止等に要する経費を対象とす

る地方債（平成21年度から平成25年度までの時

限措置。平成25年度第一次分同意までの許可累

計額168件8¶451億円）
18 地方自治体が財政支援を行っている1¶923法

人のうち、財政的リスクに対応困難である等の

状況であるにも関わらず存続を決定しているも

のは、55法人（2•9％）（いずれも平成25年５月
31日現在）

19 平成26年度予算及び決算から全面適用される
新しい地方公営企業会計基準。借入資本金、補
助金等により取得した固定資産の償却制度等、
引当金等の11項目について、企業会計原則の考
え方を最大限取り入れて見直しが行われた。

20 水道、交通等法定７事業及び病院事業以外の
事業への適用拡大

21 医療計画において地域ごとに策定される当該
地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の
分化と連携を適切に推進するためのビジョン
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